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　(3) 市部と町村部の性質別歳出の状況

      市部と町村部の性質別歳出の状況は、第32表のとおりである。

      義務的経費の占める割合は、市部49.3％（前年度48.8％）、町村部35.2％（前年度36.4％）であり、投資的

経費は、市部11.8％（前年度12.5％）、町村部16.5％（前年度14.6％）となっている。

      市部において義務的経費が町村部よりも高くなっているのは、生活保護に要する経費や児童扶養手当等が扶

  　助費に含まれていること等による。

      また、歳出合計を人口１人当たりでみると、市部は476,401円、町村部は663,690円となり、町村部が187,289円

　  高くなっている。

第32表　市部・町村部の性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 市部 町村部 市部 町村部

51,665,415 10.9 24,925,894 12.8 △0.7 △3.0 51,731 84,787

129,495,720 27.2 22,863,847 11.7 △0.4 △1.1 129,661 77,773

53,553,607 11.2 20,912,306 10.7 △3.1 △2.7 53,622 71,135

234,714,742 49.3 68,702,047 35.2 △1.1 △2.3 235,014 233,695

56,115,644 11.8 31,974,282 16.4 △7.2 14.7 56,187 108,763

補 助 事 業 費 26,294,317 5.5 13,166,733 6.8 1.8 28.6 26,328 44,788

単 独 事 業 費 29,821,327 6.3 18,807,549 9.6 △13.9 6.6 29,859 63,975

73,785 0.0 206,119 0.1 △87.0 △50.5 74 701

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

56,189,429 11.8 32,180,401 16.5 △7.9 13.7 56,261 109,464

54,718,548 11.5 26,905,169 13.8 2.4 2.7 54,788 91,520

10,919,993 2.3 4,148,061 2.1 △1.8 △4.4 10,934 14,110

55,389,892 11.6 31,395,723 16.1 2.9 △2.5 55,460 106,794

7,340,490 1.6 9,257,152 4.8 △45.1 △2.9 7,350 31,489

9,588,318 2.0 1,813,322 0.9 3.8 44.2 9,601 6,168

46,933,198 9.9 20,711,093 10.6 △0.1 △1.7 46,993 70,450

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

184,890,439 38.9 94,230,520 48.3 △1.6 △0.4 185,126 320,531

475,794,610 100.0 195,112,968 100.0 △2.2 1.0 476,401 663,690

※　人口は平成31年1月1日現在の住民基本台帳人口である。市部998,727人、町村部293,982人

※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

普 通 建 設 事 業 費

計

投
資
的
経
費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投資・出資・貸付金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

計

歳　　出　　合　　計

人口1人当たり決算額(円)
区　　　　分

市部 町村部

義
務
的
経
費

増　減　率

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

Ⅵ　積立金の状況

　　積立金現在高は、第33表のとおりである。

　　平成30年度末における積立金現在高は1,778億8,050万円で、減債基金の取崩額の増等により、基金全体で

　前年度に比べ19億6,789万円、1.1％減少している。   　

積立金現在高を目的別にみると、財政調整基金は602億4,776万円で前年度に比べ17億83万円、2.7％減少、

  減債基金は284億8,009万円で21億2,956万円、7.0％減少、その他特定目的基金は891億5,265万円で18億6,250万円、

　2.1％増加となっている。

第33表　積立金現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

財 政 調 整 基 金 55,638,946 63,354,215 67,629,014 61,948,595 60,247,762

減 債 基 金 30,703,516 29,996,518 30,918,667 30,609,650 28,480,088

そ の 他 特 定
目 的 基 金

71,216,011 74,857,157 76,210,016 87,290,142 89,152,645

合 計 157,558,473 168,207,890 174,757,697 179,848,387 177,880,495

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。

Ⅶ　地方債の状況　

　　地方債現在高は、第34表のとおりである。

　　平成30年度末における地方債現在高は7,325億3,241万円で、前年度に比べ26億7,852万円、0.4％減少している。

  地方債現在高を目的別にみると、臨時財政対策債が最も大きな割合（34.6％）を占め、以下、一般単独事業債

  （29.5％）、過疎対策事業債（10.6％）、教育・福祉施設等整備事業債（8.6％）、公共事業等債（4.4％）の順

  となっている。

第34表　地方債現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

市 計 541,183,309 539,465,001 538,955,912 540,198,738 537,245,389

町 村 計 206,944,924 200,499,945 197,757,983 195,012,194 195,287,024

市 町 村 計 748,128,233 739,964,946 736,713,895 735,210,932 732,532,413

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。


